
 資料２－１関連  

 

ポイント 

（平成３０年度の業務の実績に関する評価） 

（林業信用保証業務） 

 

 

１．全体の評定 

項目別評定は３９項目のうち、Ｂが３２項目、評価の対

象外が７項目となっており、全体として中期目標における

所期の目標を達成している。 

また、全体の評定を引き下げる事象もなかったためＢと

した。 

 

２．法人全体に対する評価 

農業信用保険業務、林業信用保証業務、漁業信用保険業

務、農業保険関係業務、漁業災害補償関係業務の実施に当

たり、理事長のリーダーシップの下、業務の進捗や予算執

行の把握に努め、業務運営の効率化を図りつつ的確に業務

運営が遂行されており、特に重大な業務運営上の課題は検

出されておらず、計画どおり順調に業務が実施されている

と評価する。 

 

３．項目別評価の概要（基金全体及び林業信用保証業務に関

するもの） 

○ 融資機関等に対する普及推進・利用促進の取組 

・ 制度の普及推進及び利用促進を図るため、関係団体

等の会議や研修会への参加、融資機関への訪問を通じ

て、保証制度や制度資金について説明を行うととも

に、法令改正により出資持分の払戻しが可能となった
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こと、保証利用の際の木材産業等高度化推進資金の 

 利率が改定されたこと等について周知。 

・ 林業信用保証を巡る情勢の分析やこれまでの取組

の検証に基づき、今後の対応方向等を取りまとめた。 

○ 適切な保証料率の設定 

・ 料率算定委員会において、業務収支から見た保証料

率、政策性を踏まえた保証料率、被保証者の財務状況

に応じた保証料率の３つの観点から点検し、現行の保

証料率の体系を据え置くことが適当と判断との結論。 

○ 林業者等の将来性等を考慮した債務保証 

・ 林業者等の将来性等を考慮した債務保証の在り方

や非財務情報の検討項目と判断基準等について検討

するため、融資機関の先行事例の収集、日本政策金融

公庫の事業性評価担当者による検討会の開催、ヒアリ

ング・現地調査を実施。これらを踏まえ、将来性評価

の対象とする林業者等のイメージや導入に向けた工

程表を整理した。 

○ 職員の人事に関する計画 

・ 組織体制について、部署名の変更と「上席課長補佐」

職と「主任」職の導入。 

・ 研修計画について、人材の養成に向けて、職員のス

テージ等に応じた体系的な見直し。 

○ ガバナンスの高度化 

・ 運営委員会について、これまで報告してこなかった

「料率算定委員会」「業務運営の検証委員会」の結果

や、中期目標等で各業務の重要課題と位置付けられて

いる「信用保証（保険）制度の普及推進・利用促進」

「農業信用保険業務における借入者の信用リスクに

応じた保険料率の導入」「林業信用保証業務における

将来性評価の導入」といった事項の検討状況について
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報告を行うなど、幅広く意見を聞き、今後の業務運営

に反映されるよう見直し。 

・ 信用基金の内規により設置されている２３の会議

体について、今日的にその在り方の見直しを行い、平

成３１年度より５つの会議体について廃止又は統合。 
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度

3
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年
度

元
年
度

２
年
度

３
年
度

４
年
度

見
込

評
価

期
間
実

績
評
価

3
0
年
度

3
1
年
度

元
年
度

２
年
度

３
年
度

４
年
度

見
込

評
価

期
間
実

績
評
価
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Ｂ
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Ｂ
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Ｂ
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Ｂ
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Ｂ
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Ｂ
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Ｂ
－

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
　

Ｂ

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ －

(
1
)
 
情
報
提
供

の
充
実
及
び
利
用
者
の
意
見
の
反
映

１
　
施
設
及
び
設
備
に
関
す
る

計
画

第
４
　
そ
の
他
主
務
省
令
で
定
め
る

業
務
運
営
に
関
す
る
事
項

７
　
不
要
財
産
以
外
の
重
要
な

財
産
の
譲
渡
等
に
関
す
る
計
画

６
　
不
要
財
産
の
処
分
に
関
す

る
計
画

８
　
剰
余
金
の
使
途

(
3
)
 
代
位
弁
済

率
の
低
減
に
向
け
た
取
組

(
4
)
 
求
償
権
の

管
理
・
回
収
の
取
組

(
1
)
 
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
高
度

化

(
2
)
 
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

対
策

５
　
漁
業
災
害
補
償
関
係
業
務

(
2
)
 
共
済
団
体

等
に
対
す
る
貸
付
業
務
の
適
正
な
実
施

２
　
職
員
の
人
事
に
関
す
る
計

画
（
人
員
及
び
人
件
費
の
効
率
化

　
に
関
す
る
目
標
を
含
む
。
）

３
　
積
立
金
の
処
分
に
関
す
る

事
項

(
4
)
 
利
用
者
の

ニ
ー
ズ
の
反
映
等

中
期
目
標

期
間
実
績

平
成
３
０
年
度
評
価
　
項
目
別
評
定
総
括
表

４
　
そ
の
他
中
期
目
標
を
達
成

す
る
た
め
に
必
要
な
事
項

第
１
　
国
民
に
対
し
て
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
そ
の
他
の
業
務
の
質
の
向

　
　
上
に
関
す
る
目
標
を
達
成
す
る
た
め
と
る
べ
き
措
置

(
3
)
 
保
険
事
故

率
の
低
減
に
向
け
た
取
組

(
4
)
 
求
償
権
の

管
理
・
回
収
の
取
組

(
5
)
 
利
用
者
の

ニ
ー
ズ
の
反
映
等

(
6
)
 
事
務
処
理

の
適
正
化
及
び
迅
速
化

(
1
)
 
融
資
機
関

等
に
対
す
る
普
及
推
進
・
利
用
促
進
の
取
組

(
2
)
 
適
切
な
保

険
料
率
・
貸
付
金
利
の
設
定

３
　
調
達
方
式
の
適
正
化

４
　
長
期
借
入
金
の
条
件

５
　
短
期
借
入
金
の
限
度
額

３
　
決
算
情
報
・
セ
グ
メ
ン
ト

情
報
の
開
示

４
　
電
子
化
の
推
進

評
価
年
度

（
注
）
評
価
は
、
「
第
２
－
１
 
事
業
の
効
率
化
」
「
第
２
－
２
 
経
費
支
出
の
抑
制
」
を
除
き
定
性
評
価
で
あ
る
。
「
第
２
－
１
 
事
業
の
効
率
化
」
「
第
２
－
２
 
経
費
支
出
の
抑
制
」
に
つ
い
て
は
、
中
期
目
標
期
間
で
達
成
の
可
否
を
判
断
す
る
項
目
で
あ
る
た
め
、
見
込
評
価
、
期
間
実
績
評
価
及
び
５
年
目

の
年
度
評
価
で
は
定
量
で
評
価
し
、
そ
れ
以
外
の
場
合
は
定
性
評
価
と
す
る
。

(
5
)
 
利
用
者
の

ニ
ー
ズ
の
反
映
等

(
6
)
 
林
業
者
等

の
将
来
性
等
を
考
慮
し
た
債
務
保
証

(
7
)
 
事
務
処
理

の
適
正
化
及
び
迅
速
化

(
1
)
 
適
切
な
保

険
料
率
・
貸
付
金
利
の
設
定

３
　
漁
業
信
用
保
険
業
務

(
2
)
 
共
済
団
体

に
対
す
る
貸
付
業
務
の
適
正
な
実
施

(
2
)
 
保
険
事
故

率
の
低
減
に
向
け
た
取
組

(
3
)
 
求
償
権
の

管
理
・
回
収
の
取
組

(
1
)
 
情
報
提
供

の
充
実
及
び
利
用
者
の
意
見
の
反
映

(
5
)
 
事
務
処
理

の
適
正
化
及
び
迅
速
化

中
期
目
標

期
間
実
績

評
価

項
目

４
　
農
業
保
険
関
係
業
務

１
　
事
業
の
効
率
化
（
平
成
2
9
年
度
対
比
５
％
以
上
の
事
業
費
の

　
削
減
）

２
　
経
費
支
出
の
抑
制
（
平
成

2
9
年
度
対
比
2
0
％
以
上
の
一
般
管

　
理
費
の
抑
制
）

第
３
　
財
務
内
容
の
改
善
に
関
す
る

目
標
を
達
成
す
る
た
め
と
る
べ
き

　
　
措
置

１
　
財
務
運
営
の
適
正
化

(
2
)
 
適
切
な
保

証
料
率
の
設
定

２
　
林
業
信
用
保
証
業
務

評
価
年
度

１
　
農
業
信
用
保
険
業
務

第
２
　
業
務
運
営
の
効
率
化
に
関
す

る
目
標
を
達
成
す
る
た
め
と
る
べ

　
　
き
措
置

２
　
予
算
（
人
件
費
の
見
積
り

を
含
む
。
）
、
収
支
計
画
及
び
資

　
金
計
画

(
1
)
 
融
資
機
関

等
に
対
す
る
普
及
推
進
・
利
用
促
進
の
取
組

評
価

項
目
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平
成

3
0
年

度
保

証
事

業
実

績
の

概
要

（
林

業
信

用
保

証
業

務
）

令
和

元
年

９
月

2
5
日

 

独
立

行
政

法
人

農
林

漁
業

信
用

基
金

第
９
回

運
営

委
員
会

資
料
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（
注

）
件

数
及

び
金

額
は

、
各

年
度

の
年

間
の

実
績

で
あ

る
。

「
R
1
年

7
月

」
は

、
H
3
1
年

4
月

か
ら

R
1
年

7
月

ま
で

の
実

績
で

あ
る

。

H2
1年

度
H2

2年
度

H2
3年

度
H2

4年
度

H2
5年

度
H2

6年
度

H2
7年

度
H2

8年
度

H2
9年

度
H3

0年
度

R1
年

7月

金
額

53
1

44
9

42
5

32
1

34
1

29
4

29
8

27
9

27
3

28
3

90

件
数

1,
89

4
1,

73
1

1,
56

2
1,

35
9

1,
38

0
1,

23
5

1,
20

3
1,

12
1

1,
04

7
1,

00
8

28
4

03
00

6
00

9
00

1
,2

0
0

1
,5

0
0

1
,8

0
0

2
,1

0
0

2
,4

0
0

2
,7

0
0

3
,0

0
0

06
0

1
20

1
80

2
40

3
00

3
60

4
20

4
80

5
40

6
00

保
証

引
受
の

推
移

（
件
）

（
億
円
）

H
3
0
年

度
の

保
証
引

受
は

、
1
,
0
0
8
件

・
2
8
3
億
円
で

あ
り

、
前
年
度
に
比
べ
、

件
数

で
は

3
9
件
（

3
.
7
％
）
減
少
、

金
額
で
は

1
0
億
円
（
3
.
7
％
）

増
加
し
た
。

継
続

案
件
の

取
り

ま
と

め
等

に
よ

り
件

数
は
減
少
し
た
も
の
の
、
制
度
の
普
及
推
進
に
積
極
的
に
取
り

組
ん
だ
結
果
、
新
規
や
増
額
案
件
が
増
加
し
、
保
証
引

受
金

額
は
前

年
度

を
上

回
っ

た
。

な
お

、
R
1
年

7
月

末
現

在
の

保
証

引
受
は
、
前
年
同
期
比

3
0
.
4
％
増
の

9
0
億
円
で
あ
る
。

業
務

実
績

（
1
）

保
証

引
受

の
状

況

-
 1

 -
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（
注

）
件

数
及

び
金

額
は

、
各

年
度

末
の

実
績

で
あ

る
。

「
R
1
年

7
月

」
は

、
R
1
年

7
月

末
現

在
の

実
績

で
あ

る
。

H2
1年

度
H2

2年
度

H2
3年

度
H2

4年
度

H2
5年

度
H2

6年
度

H2
7年

度
H2

8年
度

H2
9年

度
H3

0年
R1

年
7月

金
額

54
4

60
1

62
8

56
0

49
4

43
6

40
1

36
8

35
1

35
9

37
2

件
数

2,
10

2
2,

26
4

2,
33

4
2,

21
3

2,
09

4
1,

93
8

1,
81

4
1,

70
2

1,
62

2
1,

56
4

1,
56

7

03
00

6
00

9
00

1
,2

0
0

1
,5

0
0

1
,8

0
0

2
,1

0
0

2
,4

0
0

2
,7

0
0

3
,0

0
0

0

7
0

1
40

2
10

2
80

3
50

4
20

4
90

5
60

6
30

7
00

保
証
残

高
の

推
移

（
件
）

（
億
円
）

H
3
0
年
度

末
の

保
証

残
高

は
、
1
,
5
6
4
件

・
3
5
9
億
円
で
あ
り
、
前
年
度
末
に
比
べ
、
件
数
で
は

5
8
件
（
3
.
6
％
）
減
少
し
た
が
、
金
額
で
は

8
億
円
（

2
.
3
％
）

増
加

し
た
。

保
証

引
受

が
減

少
し

て
い

る
こ
と
、
ま
た
、

2
4
年
度
以
降
に
お
け
る
長
期
資
金
（
緊
急
経

済
対
策
と
し
て
の
臨
時
保
証
や
東
日
本
大
震
災
の
復
旧

に
係

る
保
証

）
の

償
還

が
進

ん
で

い
る

こ
と
か
ら
、

近
年
、
保
証

残
高
は
減
少

傾
向
に

あ
っ
た
が
、

H
2
9
年
度
を
底
に
回
復
基
調
を
窺
わ
せ
る
。

な
お

、
R
1
年

7
月

末
現

在
の

保
証

残
高

は
、
前
年
同
期
比

6
.
3
％
増
の

3
7
2
億
円
で
あ
る
。

業
務

実
績

（
2
）

保
証

残
高

の
状

況

-
 2

 -
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資
金

使
途

別
保

証
実

績
額

及
び

内
訳

(単
位

：
件

、
百

万
円

）

件
数

金
額

金
額

割
合

件
数

金
額

金
額

割
合

件
数

金
額

金
額

割
合

件
数

金
額

金
額

割
合

件
数

金
額

金
額

割
合

件
数

金
額

金
額

割
合

素
材

生
産

4
2
1

8
,0

4
0

2
3
.6

%
3
7
7

7
,3

8
5

2
5
.1

%
3
9
0

7
,5

5
5

2
5
.4

%
4
0
2

7
,8

4
3

2
8
.1

%
3
9
4

7
,8

7
8

2
8
.9

%
3
9
2

8
,7

8
3

3
1
.1

%

木
材

・
木

製
品

製
造

7
8
3

2
0
,7

0
2

6
0
.7

%
7
0
9

1
7
,8

1
4

6
0
.6

%
6
6
4

1
7
,9

9
8

6
0
.4

%
5
9
5

1
6
,3

4
6

5
8
.6

%
5
4
0

1
5
,6

7
9

5
7
.5

%
4
9
4

1
5
,1

3
2

5
3
.5

%

卸
　

売
1
3
1

4
,8

6
9

1
4
.3

%
9
9

3
,6

0
5

1
2
.3

%
9
9

3
,5

2
3

1
1
.8

%
6
7

2
,8

7
0

1
0
.3

%
5
6

2
,8

9
4

1
0
.6

%
6
5

3
,5

2
9

1
2
.5

%

種
苗

生
産

9
1
1
9

0
.3

%
1
0

1
7
0

0
.6

%
1
8

2
9
8

1
.0

%
2
1

3
8
0

1
.4

%
2
0

3
4
2

1
.3

%
2
0

3
0
7

1
.1

%

そ
の

他
※

3
6

3
9
2

1
.1

%
4
0

4
1
0

1
.4

%
3
2

4
0
4

1
.4

%
3
6

4
4
0

1
.6

%
3
7

4
7
2

1
.7

%
3
7

5
1
1

1
.8

%

総
　

計
1
,3

8
0

3
4
,1

2
2

1
0
0
.0

%
1
,2

3
5

2
9
,3

8
4

1
0
0
.0

%
1
,2

0
3

2
9
,7

7
8

1
0
0
.0

%
1
,1

2
1

2
7
,8

7
9

1
0
0
.0

%
1
,0

4
7

2
7
,2

6
5

1
0
0
.0

%
1
,0

0
8

2
8
,2

6
2

1
0
0
.0

%

※
　

そ
の

他
は

、
造

林
・
育

林
、

き
の

こ
生

産
な

ど
で

あ
る

。

H
3
0

H
2
9

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

資
金

使
途

別

H
30
年
度
の
資

金
使

途
別

保
証

実
績

の
う

ち
、

木
材

・
木

製
品

製
造

の
金

額
割

合
は
5
3.
5％

と
大

宗
を

占
め

て
い

る
が

、
近

年
、

件
数

・

金
額
と
も
に
減
少

傾
向

で
推

移
し

て
い

る
。

一
方
、
素
材
生

産
に

つ
い

て
は

、
人

工
林

が
主

伐
期

を
迎

え
、

国
産

材
の

素
材

生
産
量

が
増

加
し

て
い

る
こ

と
も

あ
り

、
保

証
引

受
件

数
は
横
ば
い
で
推

移
し

て
い

る
が

、
保

証
引

受
金

額
は

近
年

、
増

加
傾

向
に

あ
り

、
相
対

的
な

割
合

も
高

ま
っ

て
い

る
。
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